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１　安全・安心な暮らしの推進■■■■
（1） 商品などの安全性の確保

主な事業

付属資料
主
な
事
業

事業名 事業内容 担当部

危害・危険情報への
対応  

消費者から寄せられた危害・危険情報に対して、状
況を確認し、必要に応じて事業者指導等を行う。 
※消費生活用製品安全法に基づく製品事故に関する　
　情報を独立行政法人製品評価技術基盤機構に情報　　　
　提供する。  

市民文化局  

市民生活部  

消費者安全法に基づ
く立入調査等  

商品やサービスなどに関し、すきま事案における重
大事故などが発生した場合、消費者安全法に基づき、
事業者に対する報告徴収及び事務所などへの立入調
査などを行う。  

市民文化局  
市民生活部  

食品関係施設の監視
指導  

ホテル、旅館、食品製造施設、大型スーパーマーケッ
トなどの食品関係施設に対して、食品衛生監視員が
施設の立入検査を行い、食品の衛生的な取扱い、施
設設備の衛生管理状況、食品の表示、各種記録の作
成・保存等について監視指導を行う。

保健福祉局  

保健所  

食品の試験検査  

市内に流通する食品の安全性を確認するため、食品
関係施設で取扱う食品について、食中毒菌、放射性物
質、食品添加物、残留農薬等の収去（抜き取り）検査
を行う。  

保健福祉局  
保健所  

食中毒防止対策  

食中毒菌やウイルス等による食中毒の発生を防止す
るため、食品関係施設に対して、食品の衛生的な取扱、
十分な加熱調理、調理従事者からの二次汚染防止等に
ついて、指導を行う。  
また、食中毒予防に関するパンフレット等を市民に
配布するなど、食中毒予防についての正しい知識の
普及啓発を行う。  

保健福祉局  
保健所  

環境衛生等関係施設
対策  

理・美容所、クリーニング所、旅館・ホテル、公衆浴
場、興行場など営業施設のほか、遊泳用プールや飲料
水施設等の衛生水準の維持・向上及び営業者による
自主管理の推進を図る。  

保健福祉局  
保健所  

家庭用品安全対策 

「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法
律」（昭和49年10月施行）に基づき、小売店で販
売されている家庭用品の試買検査(試験目的に購入
し、検査を実施)を行ない、基準に適合していること
を確認し、その結果をホームページで公表する。（実
施時期 ５～２月） 

保健福祉局 
保健所 
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医薬品医療機器等法
に基づく許可等施設
に対する立入検査 

ア 医薬品等一斉立入指導 
 医薬品等の安全確保を目的に、薬局、店舗販売業、
医療機器販売業などの医薬品医療機器法に基づく許
可を受けた事業者等に対し、立入指導を実施する。 
イ 医薬品等業務上取扱者に対する立入指導 
 病院、診療所等の医薬品取扱い施設に対して、医薬
品等の適正な取り扱いについて立入指導を行う。 

保健福祉局 
保健所 

医務関係施設対策に
対する立入検査及び
支援事業 

病院、診療所、施術所などの許可・届出等施設に対し
て、従事者や医薬品、その他安全管理などについて立
入検査を行う。また、医療機関の従事者を対象とした
医療安全対策等に関する研修会を開催する。 

保健福祉局 
保健所 

安全・安心な食のま
ち・さっぽろ推進事
業 

食の安全・安心を確保するため、食産業や観光の振興
も視野に入れた総合的な食の安全・安心に関する施
策を策定し、安全・安心な食のまち・さっぽろの推進
を図る。 

保健福祉局 
保健所 

自主的な食品衛生管
理の推進 

食品業界全体の衛生レベル向上のため、国際標準の
衛生管理システムであるＨＡＣＣＰの考え方を取り
入れた施設を認証する「札幌市食品衛生管理認定制
度（さっぽろＨＡＣＣＰ）」を普及促進し、食品等事
業者の衛生知識の向上及び自主的な衛生管理の推進
を図る。 

保健福祉局 
保健所 

事業名 事業内容 担当部

子どもの製品事故防
止の取組 

子どもが被害に遭いやすい製品事故の未然防止のた
めに、講座やイベント等において保護者に注意を呼
びかけるほか、ホームページ等で情報提供を行う。ま
た、毎年５月第４週の「子どもの事故防止週間」では、
ホームページ等で情報発信を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

札幌市消費者危害情
報連絡会の開催 

製品事故について、行政団体・消費者団体などのネッ
トワーク会議を開催して情報収集し、消費者へ速や
かに情報提供する。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者への情報提供 
危害の拡大及び再発の防止のため、各種検査や調査
等により得た情報を必要に応じ、各種広報媒体を活
用して消費者へすみやかに情報提供する。 

市民文化局 
市民生活部 

事業名 事業内容 担当部

（2） 危害の拡大や再発防止

付属資料
主
な
事
業
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（3） 災害などに向けた取組

災害時における価格
動向の調査や監視 

災害時における生活関連商品の価格や需給動向の把
握、市民への情報提供などを行う手順について、防災
訓練等の場において災害業務マニュアルにより確認
する。 

市民文化局 
市民生活部 

災害に便乗した悪質
商法等についての情
報発信 

災害に便乗した悪質商法や、災害時に特有の契約ト
ラブルによる消費者被害を未然に防止し、救済する
ため、悪質商法などの情報を発信するとともに、災害
時の消費生活相談体制を整備する。 

市民文化局 
市民生活部 

全国の中央卸売市場
及び道内の主要卸売
市場との災害時相互
応援協定の締結 

全国の中央卸売市場及び道内の主要卸売市場との間
で災害時の相互応援協定を締結しており、災害発生
時における市民への生鮮食料品の安定供給の維持を
確保する。 

経済観光局 
中央卸売市場 

事業名 事業内容 担当部

２　表示など（広告その他を含む）の適正化の推進■■■■
（1） 表示・広告の適正化

各種製品の表示に関
する立入検査 

ア 家庭用品の品質表示に関する立入検査 
 家庭用品品質表示法（第19条第1項）に基づき、
販売業者が消費者へ販売するために店舗等に陳列し
ている家庭用品について、法に規定する適正な表示
が付されているかどうかを検査する。  
イ 消費生活用製品（特定製品）の表示に関する立
入検査 
 消費生活用製品安全法（第84条第1項）に基づ
き、販売業者が消費者へ販売するために店舗等に陳
列している特定製品について、法に規定する適正な
表示が付されているかどうかを検査する。 
ウ 電気用品の表示に関する立入調査 
 電気用品安全法（第46条第1項）に基づき、販
売事業者が消費者へ販売するために店舗等に陳列し
ている電気用品について、法に規定する適正な表示
が付されているかどうかを検査する。  

市民文化局 
市民生活部 

事業名 事業内容 担当部

付属資料
主
な
事
業
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食品表示法に基づく
食品の表示及び広告
に関する指導 

ア 健康増進法及び食品表示法に基づき、食品製造
業者等に対して、適正な栄養成分表示等の相談及び
指導や、健康保持増進効果等に関する虚偽誇大広告
等の禁止及び広告の適正化のための指導を行う。 
イ 食品添加物、アレルギー物質、期限表示などが適
正に記載されているかを確認し、必要に応じて製造
販売業者に対して指導を行う。 
ウ 原材料名や原料原産地名などの表示が適正に表
示されているかについて、必要に応じて食品事業者
に対して指導を行う。 

市民文化局 
市民生活部 
 
保健福祉局 
保健所 

医薬品等の記載事項
等に対する指導 

医薬品等の販売業者等に対して、医薬品及び医療機
器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律
第50条等に規定する直接の容器等の記載事項や同
法第 66 条から第 68 条に規定する医薬品等の広告
について必要な指導を行う。 

保健福祉局 
保健所 

事業名 事業内容 担当部

（2） 包装の適正化

包装の安全に関する
啓発 

誤飲事故の可能性のある包装など、包装に関する安
全性について、パネル展示などの啓発を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

容器包装簡素化に向
けた取組の推進 

事業者や市民団体とともに、容器包装の簡素化の取
組や広く市民への情報発信を行う。 

環境局 
環境事業部 

事業名 事業内容 担当部

（3） 計量の適正化

計量法に基づく検査
の実施 

計量法に基づき、商店・市場・病院などが取引又は証
明に使用している「はかり」の検査を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

商品量目立入検査等
の実施 

商取引の盛んな中元期や年末期において、スーパー
マーケットなどで販売している商品の内容量表記に
ついて検査し、適正な計量方法について指導する。 

市民文化局 
市民生活部 

特定計量器の立入検
査等の実施 

タンクローリーやガスメーターなどの特定計量器の
精度・性能や法定有効期間について検査し、適正な計
量器の使用について指導する。 

市民文化局 
市民生活部 

計量啓発事業 

毎年11月の「計量月間」に啓発ポスターの掲示・配
布を行うほか、市民との交流イベント「計量ふれあい
広場」を開催するなど、計量制度に関する普及啓発を
図る。 

市民文化局 
市民生活部 

計量器の精度確認 家庭用計量器などについて、正確性を確認したいと
いう申し出があった場合に、精度確認を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

事業名 事業内容 担当部

付属資料
主
な
事
業
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３　取引行為の適正化の推進■■■■
（1） 不当な取引行為の禁止

消費生活条例等の周
知徹底と取引行為の
適正化 

消費生活条例や不当取引行為基準規則について事業
者へ周知徹底するとともに、不当な取引行為を行っ
ている事業者に対し、調査を行い、必要に応じて指導
等を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

国・北海道・北海道
警察との連携 

国、北海道、北海道警察と連携し、悪質商法などに関
する情報を共有することで、消費者被害に関する広
域的な取組や悪質事業者に対する指導の強化を図
る。 

市民文化局 
市民生活部 

消費生活条例等の周
知徹底と違反事業者
への対応強化 

消費生活条例や不当取引行為基準規則について事業
者へ周知徹底するとともに、違反事業者に対する指
導などを強化する。 

市民文化局 
市民生活部 

取引行為の是正に向
けた事業者団体等と
の連携 

事業者に対する消費者との取引行為の是正を求める
ため、消費者から寄せられる相談などについて事業
者団体と情報共有を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

適格消費者団体との
連携 

消費者被害の防止、救済を図るため、差止請求訴訟な
どを行う適格消費者団体と協定を結び、消費者セン
ターに寄せられた相談情報の共有などを行う。 

市民文化局 
市民生活部 

事業名 事業内容 担当部

（2） 不当な取引行為に関する情報提供

高齢者、障がい者、
関係機関等に対する
情報提供 

高齢者、障がい者、関係機関などに対し、高齢者や障
がい者を狙った悪質商法などについて、電子メール
などにより迅速に情報提供するほか、出前講座を通
じて啓発を図る。 

市民文化局 
市民生活部 

各教育機関との連携 
各教育機関と連携し、若年者の被害情報などを提供
するとともに、消費者センターをはじめとした相談
窓口の周知を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

各種媒体を活用した
悪質事業者等に関す
る速やかな情報提供 

ホームページやＳＮＳを活用するほか、報道機関な
どと連携し、悪質事業者やその手口について、消費者
へ速やかに情報提供する。 

市民文化局 
市民生活部 

事業名 事業内容 担当部

付属資料
主
な
事
業
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４　商品やサービスなどの確保や物価の安定の確保■■■■
（1） 円滑な流通の確保

中央卸売市場施設の
維持管理 

水産棟、青果棟等の市場施設の維持管理を図り、安
全・安心な生鮮食料品の安定的かつ円滑な流通に努
める。 

経済観光局 
中央卸売市場 

卸売業務の監督指導 

市場で行われる卸売業務について、卸売市場法、札幌
市中央卸売市場業務規程等の関係法令に基づく監督
指導を行うことにより、取引と品質管理の適正化を
図り、安全・安心な生鮮食料品の安定的かつ円滑な流
通に努める。 

経済観光局 
中央卸売市場 

商店街に対する融資 
商店街の活性化に資する事業に取り組む中小企業者
等を対象に融資することで、事業活動の促進を図り、
地域経済を活性化する。 

経済観光局 
産業振興部 

小売商業近代化の促
進 

札幌市商業近代化推進協議会が行う、地域社会との
密接な関わりの中で商店街を中心とする街づくりの
取組や、街づくりに向けて政策展開を指導させるた
めの事業活動、各種の調査・開発・研究等の事業の推
進を図る。 

経済観光局 
産業振興部 

組織化・商店街環境
整備施設の推進 

商店街振興組合法に基づく市内唯一の指導機関とし
て、市内の会員商店街を指導・助言する等の社会的役
割を担っている札幌市商店街振興組合連合会の事業
の経費の一部を補助する。 

経済観光局 
産業振興部 

地域商店街支援事業 

魅力ある商業地の創出のために、商店街等が取り組
む事業を支援する。 
【にぎわいづくり型】商店街等がにぎわいを創出す
るために取組むイベント事業を支援する。 
【地域課題解決型】商店街等が自ら考える地域課題
の解決を通した商店街活性化に取組む事業を支援す
る。 
【ファシリテーター派遣】ファシリテーターを派遣
し、各商店街の特性を生かした企画づくりを支援す
る。 

経済観光局 
産業振興部 

事業名 事業内容 担当部

（2） 商品又はサービスなどの確保及び価格の安定

事業名 事業内容 担当部

石油製品小売価格に
関する調査及び情報
提供 

市民にとって重要な生活関連商品である石油製品価
格について、毎月２回、市内の小売店を対象に聞き取
り調査を行い、その調査結果について情報提供を行
う。 

市民文化局 
市民生活部 

付属資料
主
な
事
業
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事業名 事業内容 担当部

年末年始主要食料品・
石油製品等に係る懇
談会の開催  

年末年始や冬期間に需要が増大する主要食料品や石
油製品などについて、関係業界団体などとの懇談会
を開催し、需給や価格の動向見通しに関する情報収
集を行う。また、収集した情報消費者へ提供するとと
もに、必要に応じて供給の確保、価格の安定について
業界団体などに対して要請を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

生活関連商品小売価
格に関する調査及び
情報提供 

市民生活に関わりの深い生活関連商品の価格や需給
状況について、毎月市内の小売店に調査を行い、その
調査結果について情報提供を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

５　消費者被害からの救済の推進■■■■
（1） 相談・苦情処理体制の充実

事業名 事業内容 担当部

消費生活相談事業 

消費者センターにおいて、来訪、電話、インターネッ
トにより、消費者からの苦情相談に対応する。また、
消費者庁及び国民生活センターと全国の消費生活セ
ンターを結ぶ全国消費生活情報ネットワーク（PIO-
NET)に参加し、広域的、全国的な消費生活相談に対
応する。 

市民文化局 
市民生活部 

相談環境の充実 インターネット相談の周知を図るとともに、土・日
曜日などに相談可能な窓口を確保する。  

市民文化局 
市民生活部 

消費者ホットライン
「188」の認知度向
上のための取組の推
進 

消費生活相談窓口の電話の混雑時や、土・日曜日に相
談可能な窓口への円滑な誘導のため、各種講座やイ
ベント等において消費者ホットライン「１８８」の周
知を進める。 

市民文化局 
市民生活部 

相談員の資質向上 

複雑な相談に関し、相談員が弁護士などの専門家か
ら助言を受ける機会を確保する。また、国民生活セン
ターが実施する遠隔地研修への協力を行うことなど
により、相談員の研修参加機会の確保を図る。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者苦情処理部会
の運営 

消費者から受けた苦情を円滑に解決する必要がある
場合、消費者苦情処理部会において苦情のあっせん
又は調停を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

事業者や事業者団体
における相談窓口と
の連携等 

消費者に対する相談窓口のある事業者や事業者団体
と、情報共有や意見交換を行う機会を設け、相談窓口
相互間の連携を強化する。 

市民文化局 
市民生活部 

裁判外紛争手続
（ADR）機関との連
携 

消費者被害救済の選択肢を増やすため、裁判外紛争
手続き（ＡＤＲ）を行う関係機関の活動について消費
者へ周知するとともに、さらなる連携のあり方につ
いて検討する。 

市民文化局 
市民生活部 

付属資料
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（2） 高齢者・障がい者の見守り活動の推進

事業名 事業内容 担当部

消費者被害防止ネッ
トワーク事業 

地域に配置した消費生活推進員が、高齢者及び障が
い者関連の福祉機関や民生委員、町内会、警察など
と連携し、高齢者及び障がい者の消費者被害の未然
防止、早期発見・救済、拡大防止を図るため、以下
の活動を行う。 
ア 高齢者、障害者及び関係機関に対し、高齢者や
障がい者を狙った悪質商法などについて、電子メー
ルなどにより迅速に情報提供するほか、出前講座を
通じて、啓発を図る。 
イ 消費生活相談室と連携し、高齢者及び障がい者
の消費者トラブルについて関係機関及び関係者から
の相談を受け付け、必要に応じて実態調査を行う。
 ウ
 
地域包括支援センター等の関係機関が開催す

る会議への出席や、情報交換会の開催により、関係
機関との連携を強化する。 

市民文化局 
市民生活部 

事業名 事業内容 担当部

市政外相談事業 

日常生活上のさまざまな問題を解決することによ
り、市民生活の安定に寄与することを目的として実
施。消費生活に関する相談は、弁護士による法律相談
において、助言・アドバイス等の対応を行う。 

総務局 
広報部 

地域包括支援センタ
ー・介護予防センタ
ーにおける高齢者の
総合相談支援 

地域包括支援センター及び介護予防センターは、、地
域における初期相談の場として、高齢者が住み慣れ
た地域で安心してその人らしい生活を継続するた
め、どのような支援が必要かを幅広く把握し、適切な
サービス、関係機関又は制度の利用につなげていく
等の支援を行う。 

保健福祉局 
高齢保健福祉部 

地域包括支援センタ
ーにおける権利擁護
業務（高齢者の成年
後見制度に関する相
談・利用支援、消費
者被害防止に関する
普及・啓発、関係機
関との連携・協力） 

地域包括支援センターは、地域の高齢者の総合相談
支援を行う中で把握した、権利擁護に関し支援が必
要な高齢者について、その状況に応じ、札幌市社会福
祉協議会が行う権利擁護事業や成年後見制度の利用
に向けた情報の収集、家族・関係者等との調整などの
利用支援を行う。また、高齢者の消費者被害防止のた
めに、これらに関する情報の把握と防止に向けて必
要な知識の普及・啓発、消費者センターなどの関係機
関との連携・協力を行う。 

保健福祉局 
高齢保健福祉部 

食品衛生関係市民相
談への対応 

市民などから寄せられる食品衛生関係の苦情・相談
に対応し、必要に応じて調査や指導を行う。 

保健福祉局 
保健所 

環境衛生関係市民相
談への対応 

市民などから寄せられる環境衛生関係の相談に対応
し、必要に応じて調査や指導を行う。 

保健福祉局 
保健所 
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事業名 事業内容 担当部

消費生活サポーター
制度 

地域の高齢者や障がい者等の消費者トラブルの未然
防止等のための見守りとして、企業、各種団体、個
人を「札幌市消費生活サポーター」として登録し、
自主的な見守り活動や啓発活動を推進する。 

市民文化局 
市民生活部 

日常生活自立支援事
業 

札幌市社会福祉協議会を実施主体として、認知症や
障がいのため日常生活上の判断能力に不安のある方
を対象に、福祉サービスの利用手続きや日常的な金
銭管理などを支援する。 

保健福祉局 
総務部 

福祉のまち推進事業 

おおむね連合町内会単位に組織化されている市民に
よる自主的な福祉活動を行う「地区福祉のまち推進
センター」で、市民による支え合い活動を推進するた
め、ひとり暮らしの高齢者などを対象とした見守り・
安否確認活動などを実施する。 

保健福祉局 
総務部 

民生委員・児童委員
活動 

民生委員・児童委員が、地域住民からの各種相談に応
じ、高齢者や障がい者などへの訪問により、見守り・
安否確認など様々な活動を通じ、地域福祉の増進を
図る。 

保健福祉局 
総務部 

障がい者あんしん相
談運営事業 

常設相談窓口を設置し、面談や電話により、障がい者
の権利擁護などに係る相談に応じる。また、内容に応
じて弁護士による法律相談を行うほか、必要に応じ
て関係行政機関等へ引継対応を行う。 

保健福祉局 
障がい保健福祉
部 

相談支援事業におけ
る障がい者の総合相
談支援・権利擁護 

障がい者（児）や家族にとっての身近な相談窓口とし
て、障がいに関するあらゆる相談に応じ、相談内容に
応じて様々な関係機関と連携しながら、地域生活に
必要な情報提供、各種機関の紹介、在宅福祉サービス
の利用の援助等の支援を総合的に行う。 

保健福祉局 
障がい保健福祉
部 

（3） 消費者訴訟の援助

事業名 事業内容 担当部

消費者訴訟費用の貸
付 

消費者が消費生活上の被害について事業者を相手に
訴訟を提起する場合など（提起された場合も含む）に、
一定の条件の下に訴訟経費を貸し付ける。  

市民文化局 
市民生活部 

消費者団体訴訟の周
知 

消費者団体訴訟制度について理解を進めるため周知
を行い、また、集団的消費者被害回復訴訟が提起さ
れた場合には、速やかに情報提供を行う。 

市民文化局 
市民生活部 
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６　消費者意見の反映及び消費者の自主的行動の推進■■■■
（1） 消費者意見の反映

（2） 消費者の自主的な組織活動の推進

事業名 事業内容 担当部

消費生活審議会の充
実 

札幌市消費生活審議会の委員に市民からの公募委員
を加えることにより、消費者の意見を直接反映させ
る。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者の意見を踏ま
えた消費者行政の推
進 

講師派遣講座におけるアンケートや相談事例、市民
アンケートなどから把握した消費者意識をふまえ、
消費者行政を推進する。 

市民文化局 
市民生活部 

市長申し出制度の活
用 

市長申し出制度を活用することにより、消費者の権
利等の侵害に対して迅速に対応する。 

市民文化局 
市民生活部 

市政相談事業 

市民から寄せられた消費者行政に対する要望・意見・
苦情等の声については、内容を十分聞き取りのうえ、
文書にして担当部局へ送付し、申出人への回答や事
務改善に向けた検討など、内容に応じた適切な対応
にあたるよう依頼・調整する。 

総務局 
広報部 

事業名 事業内容 担当部

消費者団体との意見
交換会の開催 

各消費者団体の活動状況などの情報共有の場とし
て、消費者団体との意見交換会を開催する。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者の活動との連
携 

組織的な活動を行う消費者へ、消費生活に関する情
報を提供し、各団体との啓発活動などの自主的な取
組を促す。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者団体への活動
の場の提供 

エルプラザに消費者団体として登録した団体に対
し、消費者サロンなどを消費者団体活動の場として
提供する。 

市民文化局 
市民生活部 

付属資料
主
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７　持続可能な社会の形成に向けた行動の推進■■■■
（1） 社会経済や環境・エネルギーに配慮した消費者・事業者行動の推進

事業名 事業内容 担当部

地産地消など持続可
能な消費の実践に向
けた啓発の推進 

地産地消やフェアトレードなど、持続可能な消費の
実践に向けた講座や啓発を実施します。 

市民文化局 
市民生活部 

公共交通の利用促進 

公共交通を軸とした交通体系の実現を目指して、「え
きバス・ナビ」の利便性向上を図るほか、市民自らが
過度の自動車利用を控え、公共交通へ自発的に転換
することを促す取組を進める。 

まちづくり政策
局 
総合交通計画部 

スリムシティさっぽ
ろ計画の推進 

「スリムシティさっぽろ計画」に基づき、ごみ減量・
リサイクルの推進を図るため、講座や情報発信、リサ
イクル施設の見学会等を実施するほか、学校におけ
る環境教育の取組等を行い、啓発と環境教育を充実
させる。 

環境局 
環境事業部 

ごみ発生・排出抑制
のための行動の実践 

食品ロス等のごみ減量につながる行動を展開するこ
とを目的に、市民・事業者・札幌市の協働で設立した
「ごみ減量実践活動ネットワーク」（通称：さっぽろ
スリムネット）の一員として、ごみ減量に向けた市
民・事業者の具体的な実践活動を支援する。また、リ
ユースの促進やレジ袋削減に向けた取組を推進する
ほか、環境に配慮した店舗や事業者などの認定・表彰
を行う。 

環境局 
環境事業部 

市民による自主的な
資源化の促進 

市民が身近に取り組めるリサイクルの方法として重
要なしくみである集団資源回収の促進に取り組むと
ともに、新聞紙・雑誌・段ボールや廃食油、蛍光管な
どのリサイクルを進めるため、回収拠点の利便性の
向上に取り組む。また、生ごみ堆肥化器材等の購入支
援により、家庭内で実施するごみ減量・リサイクルの
取組を支援する。 

環境局 
環境事業部 

イベントにおけるご
み減量・リサイクル
の推進 

イベントにおけるごみ減量・リサイクルを進めるた
め、リユース食器などの貸し出しを行う。 

環境局 
環境事業部 

合併処理浄化槽設置
費・維持管理費補助
事業 

下水道計画区域外の専用住宅に合併処理浄化槽を設
置する者又は設置している者に対し、河川等の良好
な水環境保全のために、設置費及び維持管理費の一
部を補助する。 

環境局 
環境事業部 
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事業名 事業内容 担当部

ポイ捨て等防止啓発・
指導  

「札幌市たばこの吸い殻及び空き缶等の散乱の防止
等に関する条例」の啓発・指導業務のため、散乱等防
止指導員を配置し、喫煙制限区域内での指導・過料徴
収及び制限区域外の地下鉄駅周辺や大規模公園等で
の指導を行う。また条例を周知するため、ポスター掲
示、リーフレットの配布などを行い、さらに喫煙制限
区域内に路面ステッカーを貼付して周知を図る。 

環境局 
環境事業部 

飲食店等における食
品ロス削減の推進 

資源の有効活用や環境負荷への配慮から、「食品ロ
ス」（まだ食べられるのに、捨てられる食べ物）を減
らすために、飲食店等における食べ残し削減に関す
る普及啓発活動を行う。 

環境局 
環境事業部 

札幌市環境白書の発
行 

環境に関する情報を広く市民に提供し、環境問題に
対する理解を深めてもらうことを目的に、札幌市の
環境の状況や環境施策の実施状況等を分かりやすく
紹介する。 

環境局 
環境都市推進部 

環境保全アドバイザ
ー制度 

市民が環境保全について自主的に行う研修会、講演
会、自然観察会等にアドバイザーとして委嘱した専
門家を講師として派遣する。 

環境局 
環境都市推進部 

環境プラザの運営 

札幌市における環境保全活動の拠点施設として、展
示物・パンフレット・ホームページ等により省エネル
ギー・省資源などのエコライフに関する情報発信を
行う。 

環境局 
環境都市推進部 

さっぽろキャンドル
ナイト 

企業、市民団体等により構成される実行委員会が主
体となり、毎年、夏至の日に、電気に依存しているラ
イフスタイルについて考える機会を提供する「さっ
ぽろキャンドルナイト」を実施する。 
レストランの協力や関連イベントの開催、大通周辺
の企業看板の消灯、名所等の消灯などを行う。 

環境局 
環境都市推進部 

札幌市次世代自動車
購入等補助制度 

次世代自動車の普及を図るため、天然ガス自動車、電
気自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリ
ッド自動車を購入・リースする事業者への補助を行
う。 

環境局 
環境都市推進部 

札幌市うちエコ診断 

省エネや節電に詳しい専門の診断士が、家庭ごとの
エネルギー使用状況を「見える化」しながら診断を行
い、ライフスタイルの改善などのソフト対策から高
効率省エネ機器への買い替え等のハード対策まで、
短・中期的な視点からアドバイスや提案を行う。 

環境局 
環境都市推進部 

さっぽろスマートシ
ティプロジェクト 

ムダなく、賢く省エネ・節電を楽しむ暮らし方「さっ
ぽろスマートライフ」が定着した街を目指し市民に
呼びかける。 

環境局 
環境都市推進部 
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８　消費者教育・啓発活動の推進■■■■
（1） 消費者教育の推進

事業名 事業内容 担当部

各種講座の充実 

消費者の年代や特性に応じた幅広いニーズに柔軟に
対応できるよう、消費者庁作成の「消費者教育の体系
イメージマップ」を参考に、各種消費生活講座の充実
を図る。 

市民文化局 
市民生活部 

小・中学校向け派遣
講座の充実 

小・中学校向けに学校で活用しやすいよう、学校のニ
ーズを反映した講座内容の講師派遣講座を実施する。 

市民文化局 
市民生活部 

付属資料
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事業名 事業内容 担当部

第2次札幌市環境基
本計画の推進 

「第 2 次札幌市環境基本計画」に基づき、持続可能
な都市の実現へ向け、市民や、事業者、行政等の各主
体による取組の実践を促進するため、積極的な情報
発信、連携体制の構築、協働取組の実施等により、市
全体での持続可能な資源活用（消費）の促進を図る。 

環境局 
環境都市推進部 

札幌・エネルギー
ecoプロジェクト 

地球温暖化対策推進に向けた新エネルギー・省エネ
ルギー機器の導入促進のための協働支援事業とし
て、札幌市・エネルギー事業者とのプロジェクトによ
り補助制度を実施する。 

環境局 
環境都市推進部 

生物多様性に配慮し
たライフスタイルの  

市民参加型イベントやパネル展の開催、日常での行
動例を紹介する「生物多様性さっぽろ実践ハンドブ
ック」の活用により、生物多様性の理解の向上と生物
多様性に配慮したライフスタイルの促進を図る。 

環境局 
環境都市推進部 

エコリフォーム促進
事業 

住宅エコリフォーム条例に基づき、市民の省エネや
バリアフリー改修工事にかかる経費の一部を補助す
る。 

都市局 
市街地整備部 

高断熱・高気密住宅
普及促進事業 

温暖化対策推進のため、国の基準を上回る高断熱・高
気密住宅の基準を定め、この住宅の普及を進めるこ
とで、住宅の省エネルギー化を促進し、良質な住宅ス
トックの形成を図る。 

都市局 
市街地整備部 

さっぽろ学校給食フ
ードリサイクル 

学校給食の調理くずや食べ残しの生ごみを堆肥化
し、その堆肥で育てた野菜の学校給食への提供や、
堆肥を活用した教材園等での栽培活動等、「さっぽ
ろ学校給食フードリサイクル」を活用し、食育と環
境教育の充実を図る。 

教育委員会 
学校施設担当部 

学校における「地産
地消」に関する啓発 

学校では、給食で積極的に地場産物を取り入れ、栄養
教諭が中核となり教職員と連携を図り、給食時間や
各教科等と関連付けながら学校教育活動全体を通し
て、地産地消について食指導を進める。 

教育委員会 
学校施設担当部 

促進
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事業名 事業内容 担当部

大学や専門学校、新
社会人向け啓発の充
実 

若年者の消費者被害の未然防止を図るため、市内の
大学、専門学校、企業などと連携し、講師派遣講座の
活用の拡大を図るほか、巡回パネル展などの啓発を
行う。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者団体との連携
講座の実施 

消費者団体が市民を対象とした講座を実施する際に
会場を提供するなど、消費者団体との連携を強化し、
消費者教育の充実を図るとともに、団体活動に関す
る市民理解を促進する。 

市民文化局 
市民生活部 

さっぽろ暮らしまな
ＢＯＯＫホームペー
ジの運営 

市内企業や行政機関等が実施している消費者教育に
関する取組をまとめた「さっぽろ暮らしまなＢＯＯ
Ｋ」ホームページを運営し、様々な取組を市民に紹
介するとともに、新たな消費者教育の取組の発掘を
行う。  

市民文化局 
市民生活部 

若年者向け消費者教
育教材の作成・配布 

小、中、高等学校や大学等の教育機関が消費者教育に
取り組みやすくするため、授業等で活用できる消費
者教育の教材の作成又は提供を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

体験テスト講座 
学校や市民グループなどからの依頼に応じ、食に関
するものなど消費生活に関するテーマについて実
験・実習を取り入れた講座を開催する。 

市民文化局 
市民生活部 

講師派遣講座の充実 
小・中・高等学校、大学、専門学校等の各種教育機関
に対し、講師を派遣し、若年者の消費者被害の防止の
ための講座を開催する。 

市民文化局 
市民生活部 

こどものまちミニさ
っぽろ事業 

子どもが働いて得た仮想通貨を使用して、自分の判
断で主体的に商品やサービスを選別し買い物をする
市内及び札幌広域圏の小学３・４年生を対象とする
職業体験イベントを開催する。 

子ども未来局 
子ども育成部 

さっぽろ市民カレッ
ジ 

市民の多様で専門的な学習ニーズに対応し、自発的
な学習を支援することを通じて、自己充実及び生き
がいづくりを促進するとともに、まちづくりの担い
手育成及びまちづくりの促進を目的として、札幌市
生涯学習センターなどで学習機会の提供を行う。本
事業の学習コースの１つである「生活・消費コース」
において、消費者問題など様々なテーマを取り上げ、
実生活に役立つ内容の講座を実施する。  

教育委員会 
生涯学習部 

学校教育における消
費者教育の推進 

学習指導要領に基づき、小学校社会科及び家庭科、
中学校技術・家庭科（家庭分野）及び社会科（公民
的分野）等において、「身近な消費生活と環境」や
「身近な消費者問題及び社会課題の解決や公正な社
会の形成」等について取り上げ、身近なものの選び
方や買い方、消費者としての権利や責任、環境に配
慮した生活の工夫等に関する学習を推進する。 

教育委員会 
学校教育部 

付属資料
主
な
事
業
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（2） 消費者啓発・情報提供の推進

事業名 事業内容 担当部

消費生活に関する情
報提供内容の充実 

悪質商法等の消費者トラブルや製品事故など、消費
生活に関する情報について、ホームページやＳＮＳ、
市の広報誌への掲載により発信するほか、啓発資料
を通して情報提供を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

「消費者月間」事業
の実施 

消費者啓発の一層の推進を目的として定められる、
毎年５月の「消費者月間」における事業として、特別
パネル展や専門講師による特別講座などを実施す
る。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者センター展示
コーナーからの情報
発信 

消費者センター展示コーナーにおいて、商品選択に
必要な基礎的な知識や暮らしに役立つ知識の普及と
啓発を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者トラブルの啓
発冊子等の作成 

悪質商法等による消費者トラブルの未然防止のた
め、悪質商法等の事例と対処方法を紹介したパンフ
レット等を作成、配布する。 

市民文化局 
市民生活部 

地域における消費者
啓発の推進 

区で実施しているイベントや高齢者へ向けた講座な
どにおいて、悪質商法や訪問販売等のトラブル予防
対策などの講義や啓発活動を実施する。 

市民文化局 
市民自治推進室 

外食料理及び加工食
品の栄養表示推進事
業 

ア 食育に関する会議の開催 
　外食料理栄養成分表示の推進事業を市民団体、企
業等に理解してもらうことと、事業の効果的な進め
方に助言を得る。 
イ 「栄養成分表示の店」の普及 
　飲食店等が市民の健康に配慮した食事の提供が図
れるように、「栄養成分表示」や「健康に配慮したメニ
ュー」を行っているお店を募集し、登録証明書（ステ
ッカー）を交付する。 

保健福祉局 
保健所 

食品衛生に関する情
報の提供 

食品衛生情報誌「キッチンメール」の発行、各種ハン
ドブックやパンフレット等の配布、食品衛生パネル
展や講習会等の開催、ホームページへの情報掲載等
により、食品衛生に関する最新の情報の提供や、正し
い知識の普及啓発を図る。 

保健福祉局 
保健所 

食中毒警報の発令 

近年市内においてカンピロバクターやノロウイルス
による食中毒が多発していることから、食中毒の発
生が危惧される時期には、食中毒警報やノロウイル
ス食中毒注意報を発令し、市民、食品営業者などに
注意喚起する。 

保健福祉局 
保健所 

環境衛生等に関する
啓発事業 

環境衛生に関する啓発事業を継続的に実施し、衛生
害虫等の発生や駆除方法、シックハウス対策やその
他室内環境の改善方法などの正しい知識を市民に広
く知らせていく。 

保健福祉局 
保健所 

付属資料
主
な
事
業
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事業名 事業内容 担当部

農産物ブランド力・
流通力強化支援事業 

安全・安心に生産された札幌産農産物のブランド力
向上を図るとともに、札幌市民による消費・活用が拡
大するよう、札幌産農産物のPRを実施する。 

経済観光局 
農政部 

各種料理教室の開催 

料理を通じて水産物や青果物に対する知識を深めて
もらうこと等を目的に、卸売業者、仲卸組合、小売
組合等が共同で運営する団体が、一般、親子、夫婦、
男性を対象にした各種料理教室を、中央卸売市場や
区民センター等で開催する。また、市内の保育園や
小学校に出向いて授業や調理実習を行う。  

経済観光局 
中央卸売市場 

住宅防火対策 

ア 高齢者防火対策連携事業 
 福祉行政や在宅福祉サービス事業者等との連携協
力により、高齢者への注意喚起等を通じた火災被害
の軽減を図る。 
イ 住宅用火災警報器設置促進・維持管理広報 
 住宅用火災警報器の設置促進と適切な維持管理に
ついて広報の強化を図る。 

消防局 
予防部 

危険物の安全確保の
推進 

「危険物安全週間」（毎年6月 全国的展開）におい
て、快適で安全な環境づくりを目的として、ポスター
の掲出及びリーフレットの配布などの各種イベント
を実施し、市民生活に浸透している危険物（ガソリ
ン、灯油等）の安全に関する情報提供及び適正な取扱
い方法などの啓発を図る。 

消防局 
予防部 

違反公表制度による
情報提供 

ホテル、物品販売店や病院など不特定多数の人が利
用する建物で、屋内消火栓設備、スプリンクラー設備
及び自動火災報知設備のいずれかが消防法令におい
て設置義務があるにもかかわらず未設置の対象物に
ついて、札幌市公式ホームページに公表し、利用者へ
防火安全に対する情報を提供を行う。 

消防局 
予防部 

札幌市消防局法令適
合情報提供サービス
による情報提供 

社会福祉施設等及び宿泊施設において、消防職員の
査察の結果、消防法令に適合している消防法令上優
良な施設をホームページに公表し、利用者へ防火安
全に対する情報を提供を行う。 

消防局 
予防部 

付属資料
主
な
事
業
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事業名 事業内容 担当部

防火対象物定期点検
報告制度 

一定の規模、用途の防火対象物に対して、防火管理の
状況及び消防用設備等の設置・維持管理等に係る消
防法の規制事項について、1 年に 1 回点検を行わせ
るもので、全ての点検基準に適合している防火対象
物については「防火基準点検済証」を表示することが
できる。また、一定要件を満たす防火対象物に対して
は防火対象物定期点検報告を 3 年間に限り免除する
特例認定の制度があり、認定を受けた防火対象物に
ついては「防火優良認定証」を表示することができ
る。この表示により利用者へ防火安全に対する情報
の提供を行う。 

消防局 
予防部 

札幌市防火優良対象
物表示公表制度 

申請のあったホテルや旅館等の宿泊施設について、
消防機関が消防法令、建築基準法令等の適合状況を
審査し、一定の基準に適合した宿泊施設に対して表
示マークを交付するとともに、表示マークを交付し
た宿泊施設の情報を札幌市公式ホームページにおい
て公表し、利用者へ防火安全に対する情報の提供を
行う。 

消防局 
予防部 

９　関係機関・団体との連携の推進■■■■
（1） 消費者団体・事業者団体などとの連携の推進

（2） 関係行政機関との連携の推進

事業名 事業内容 担当部

専門的関連団体との
連携 

弁護士会との合同勉強会など、他の専門的関連団体
との連携を行う。 

市民文化局 
市民生活部 

事業者団体との情報
共有 

消費生活に関わりのある事業者団体などが主催する
会議に出席して意見交換・情報共有を行い、消費者施
策の充実、改善を図る。 

市民文化局 
市民生活部 

消費生活サポーター
団体等と連携した啓
発の推進 

消費生活サポーター団体等の自主的に消費者教育や
啓発に取り組む事業者等と連携して、啓発活動等を
推進する。 

市民文化局 
市民生活部 

事業名 事業内容 担当部

北海道との連携の推
進 

北海道立消費生活センターとの情報交換会や、共催
による啓発事業等を実施します。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者庁及び国民生
活センターとの連携
の推進 

消費者庁や独立行政法人国民生活センターが発表す
る注意喚起情報等を消費者センターホームページな
どで周知します。 

市民文化局 
市民生活部 

消費者問題等に係る
関係行政機関との連
携 

国や北海道などが主催する会議に随時参加し、主催
者及び参加自治体などとの情報交換などを行う。 

市民文化局 
市民生活部 

付属資料
主
な
事
業




